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全国学力・学習状況調査 二本柱
１ 悉皆調査

• 毎年悉皆で行う調査 小６と中３対象

• 教育施策の検証、学習指導改善が主目的

• 国語、算数数学 理科と英語（中３）は３年に１回程度

• 教科調査 児童生徒質問調査 学校質問調査

• ＣＢＴ化 令和７年度中学校理科 令和８年度中学校英語 令和９年度より全教科で予定

• ＣＢＴ化にともない、項目反応理論を採用（IRT: Item response theory）

２ 経年変化分析調査と保護者調査

• 標本抽出調査 ３年に１回程度 小６と中３（およびその保護者）が対象

• 国全体の学力分布（および家庭状況との関連）について、経年の変化を把握・分析して、国の教育施策の検証・改善に役立
てることが目的

• 項目反応理論、重複分冊法を採用（後述）

• 筆記方式（PBT）とオンライン方式（CBT）を当面併用
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調査結果のポイント
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調査の概要
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調査の概要
１ データの出典

•『令和６年度全国学力・学習状況調査 経年変化分析調査・保護者に対する調査の結果（概要）』令和７年７月 文部科学省・国立教育政策研究所 （国研の
ウェッブでの閲覧も可能）

•『令和６年度全国学力・学習状況調査 経年変化分析調査 実施結果報告書』令和７年６月 文部科学省・国立教育政策研究所

２ 重複テスト分冊法 Item-matrix sampling

•調査問題全体を複数の冊子に分けて出題。冊子それぞれに一部重複する問題を設ける。国際的にも広く用いられる手法

•各教科１３分冊

３ 出題範囲

•調査する学年の前学年までに含まれる指導事項

•学習指導要領準拠

•ただし経年変化を把握する目的から、学習指導要領の改訂によらず､当該教科に関わる能力を中⾧期的に測定するため、より幅広い内容にわたって継続性のある
問題を出題

•同一問題を⾧期間使用、ただし一部新出問題を含む

４ 項目反応理論 IRT

•問題の特性（困難度や識別力）と各児童生徒の学力（能力）を分けて考える枠組み

•これにより、児童生徒の正答・誤答が、問題の難易度（困難度）によるのか、問題の質によるのか（測りたい学力をどの程度正確に測ることができているのか、
識別力）と、児童生徒の学力によるのかなどを区別して考えることができる
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IRT 参考資料（文科省による説明）
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なぜ学力スコアは低下したのか
標本抽出調査

•サンプリングによる誤差を伴う

•誤差を考慮に入れた上で、標本集団にみられたスコアの経年変化が、母集団についても存在すると推測可能か（だから４頁のように慎重な表現になる）

経年変化分析調査でスコアの低下が明確にみられたのは初めて

•大多数が調査の存在自体知らなかったが、今回改めて注目されることとなった

•学力に大きな変動がないという知見も重要な意義があり、その意味では経年変化分析調査はもっと注目されるべき存在だった

わが国で学力低下が観察されたのは約２０年ぶり

•２０００年代はじめのＰＩＳＡショック以来

•このときの学力低下は、いわゆる「ゆとり教育」という教育行政の失策に起因すると考えられている

今回の学力低下がなんに起因するかは、現時点では定かではない

• より複合的な要因による、複雑な過程の、結果である可能性が大きい

• 令和７年度悉皆調査や令和６年度保護者調査結果などには、低下の原因を推測させるデータが含まれている

• 以下仮説を整理する

調査結果を詳らかにした行政の透明性は評価すべき

•ともすれば､行政の失策に結びつけて批判的に解釈されかねない調査結果の公表には腰が引ける

•だが調査結果を正確に公表するのが出発点
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仮説群の整理 なぜ学力スコアは低下したのか

仮説００ 学力は低下していない

• 誤差の範囲だ

• 平成２８年と令和８年では、教
育課程の理念が変化している

仮説０ コロナ禍の影響

• 影響は否定できない

• とくに中学校英語。小学校の外
国語学習の初期段階で、コロナ
禍のために「話す体験」を十分
にできなかった学年で、英語の
スコアが落ちた可能性は大きい
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仮説群の整理 なぜ学力スコアは低下したのか

仮説１ 子どもの学校外で
の勉強時間の減少

• 数年前から減少傾向 そ
れなのになぜ学力が落ち
ていないのか不思議だっ
た

• 仮説４→仮説１

仮説２ 「主体的・対話的
で深い学び」の浸透が影響

• 主対深の理念が現場に浸
透し、基礎的知識・技能
の定着が不十分な子ども
が増加した

• 事実だとしても、主対深
をやめてしまえ、という
ことにはならない

仮説３ 学力格差の拡大・
深化

• 家庭の社会経済的地位
(SES)による学力格差が
拡大・深化

• その背景には、格差社会
自体の深化があるかもし
れない
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仮説群の整理 なぜ学力スコアは低下したのか

仮説４ 保護者の高学歴・高学力志向
が弱くなっている

• ①教育競争（たとえば受験競争）が
少子化により緩和

• ②高学歴、高学校歴を勝ち取っても、
その効用が不確かで、将来が保証さ
れなくなった（昭和との違い）

• 局所的には、受験競争が存在してい
る

仮説５ デジタル環境の影響

• スマートフォン、ゲーム、ＳＮＳ､動
画などデジタル環境の普及浸透

• 情報を能動的主体的に採りに行く→
受動的に消費する

• 文字による読解力、表現力→動画や
短文のリテラシーへ
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仮説１ 子どもの学校外での勉強時間の減少（児童生徒調査）
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仮説１ 子どもの学校外での勉強時間の減少（保護者調査）
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仮説２ 「主体的・対話的で深い学び」の浸透が影響
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左二つは小学校算数、素数は中学校数学
正答できないと日常生活に支障があると
考えられる。非常に基礎的な知識



仮説３ 学力格差の拡大・深化
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・小学校算数×ＳＥＳ
・他の教科と学年でも同様
・ＳＥＳの簡易指標として、家
にある本の冊数を用いている

SES; Socio-Economic Status



仮説４ 保護者の高学歴・高学力志向が弱くなっている
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仮説５ デジタル環境の影響（保護者調査）

• 保護者調査の結果によれば、平日に、テレビゲーム、携帯電話・スマートフォン
に子どもが費やす時間は、増加している。３年間の変化としては異例の増加幅。

• この増加した分、家での勉強時間は減少した可能性がある。

• しかし、デジタル環境の影響は、こうした時間的・量的な面にとどまらない
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仮説５ デジタル環境の影響

• ①知性とは「理解する能力」。その能力を実際に適用する力が低下しているのではないか。

• ②経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）による15歳の生徒を対象とした学習到達度テスト（ＰＩＳＡ）によれば、読解力、
数学、科学のスコアは12年頃頭打ちになり、その後低下している。コロナ禍の影響に注目が集まったために、より⾧
期的な知性の衰退が見えにくくなってしまった。

• ③成人にも同様の傾向が見られる。ＯＥＣＤの国際成人力調査（ＰＩＡＡＣ）でも、約10年前の第１回調査と比べて
最新調査では、あらゆる年齢層でスキルの低下が見られた。

• ④思考や集中、新しいことの習得が難しいかを毎年高校生に尋ねているアメリカの調査で、「難しい」と答える生徒の
割合は00年代まで横ばいだったが、10年代半ばから急上昇に転じた。この時期は、ＰＩＳＡやＰＩＡＡＣの低下時期
に重なる。

• ⑤この時期は同時に、情報がオンラインで手に入るようになり、人間と情報との関係が変化し始めた時期と重なる。自
発的能動的に情報を手に入れるのではなく、受動的に情報を消費するようになった。

• ⑥知性の衰退は、活字離れや視覚メディアへの移行が進んだ結果ではないか。情報の受動的消費は、言語情報の処理能
力や注意力などに影響することが知られている。

• ⑦人間の基本的な知性が衰えたわけではない。それを実際に適用する力が、デジタル環境に蝕まれたのだ。
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仮説５ デジタル環境の影響
• ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）

のＰＩＳＡ（学習到達度テス
ト）とＰＩＡＡＣ（国際成人力
調査）で確認してみた

• ＰＩＳＡ 図１ ３分野のスキ
ルのスコアは、２０１２年頃に
頭打ちになり、その後低下

• ＰＩＡＡＣ 図２ ２０１１年
から２０２２年にかけて、すべ
ての成人年齢グループで読解力
の低下がみられる
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終わりに
以上は現時点ではあくまでも仮説。調査研究を要する。原因がわからなければ処方箋は書けない。し
かし解明できるまで待っているわけにもいかない

①主対深（探究的な学び）の強調

• 基礎的な知識・技能の定着に問題がある子どもがいるのであれば、その定着を促す取組が不可欠

• といっても探究から基礎的知識・技能に戻せといっているのではない

②社会経済的な背景による学力格差への対応

• 家庭状況に学校や行政が踏み込むことはできない

• 家庭で欠けているものを学校が補って指導するという発想が必要

• 学校で子どもたちを丹念に観察してどういう指導が有効かをあらためて探ってほしい

• たとえば社会経済的に恵まれない家庭の子どもたちには、幼少期からの幅広い体験が不足している。そうした体験的活動を
学校が補ってやる必要
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終わりに

③デジタル環境の影響

• あまりにも⾧時間スマホやゲームに夢中になる子どもには指導が必要

• ただ、１０年後に私たちの生活がどうなっているかを推測してみよう

• おそらくはいま以上にデジタル機器に依存している。そう考えると、子どもたちをデジタル機器から
遠ざけるのは限界があるし、そもそも問題解決にはならない

• パソコンやスマホ自体が悪いわけではない。むしろデジタル機器は情報収集上非常に有効

• ＡＩの時代、うまく使えたほうが生産的

• ネットやゲームにだらだらと受動的に接するのではなく、能動的積極的に情報を集めに行く、デジタ
ル世界を活用する練習や訓練が必要

• 学校でも家庭でも取り組むべき課題
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